別紙様式
平成２３年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　　目：植物防疫費
	事業名:地域特産農産物農薬登録拡大推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　農政部　農業技術課　クリーン農業担当　電話番号：058-272-1111（内2846）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11419@pref.gifu.lg.jp 
	事業費


　要求額：800千円（前年度予算額：800千円）

	事業内容


	１　事業の内容


平成14年の農薬取締法改正により、適用作物以外の農作物への農薬使用が禁止された。
使用できる農薬がない地域的な特産農産物（いわゆるマイナー作物）の安定的生産のため、当分の間使用が認められていたが、その経過措置は平成18年７月終了した。
通常農薬の登録拡大は、農薬メーカーが中心となって試験を行っているが、地域特産農産物については、採算性の問題から難色を示すことが多い実情がある。

そこで、本県の地域特産農産物の安定生産及び安全・安心を確保するために、使用できる農薬がなく、作物の生産量や生産額に著しい影響を及ぼしている農薬について、必要な試験を県が主体的に実施し、農薬登録拡大を図る。
（１）岐阜県地域特産農産物等農薬登録推進連絡会議の開催
　　・市場ニーズの調査、情報収集
・試験内容の検討
（２）農薬登録拡大のための試験の実施
・薬効薬害試験
・作物残留試験
	２　所要経費


・地域特産農産物農薬登録拡大推進事業　　　　　８００千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


第５章　県が取り組む政策の方向性
　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を生かした活力づくり

　　２　儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる

　　　○売れる農蓄産物をつくる

　　　　（２）安全・安心でうまい農畜産物をつくる
	２　これまでの取組状況


県では地域特産農産物の安定生産を図るため、15年度から18組合せの試験を実施し、15組合せについて農薬登録拡大が図られた。
	３　これまでの取組に対する評価


　地域特産農産物の防除体系が確立され、生産性の向上及び合理的な農薬使用の推進を図ることができた。
	１月１５日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	800
	400
	
	
	
	
	
	
	400

	要求額
	800
	400
	
	
	
	
	
	
	400

	1月15日時点査定額
	800
	400
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	400

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


